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事業報告書 

自 平成 28 年 12 月 １日 

至 平成 29 年 11 月 30 日 

 

平成 29 年度の我が国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和等を背景に緩やかな回復

基調で推移いたしました。一方で、英国の EU 離脱問題や新興国、資源国等の景気下振れリ

スク等により先行きは不透明な状況が続いております。 

 このような経済環境において、当財団は、創作活動・人物共に優秀な学生クリエイターに

対し、奨学援助を行い、将来の社会に貢献し得る有用な人材を育成することであり、青少年

の育成や教育を通じて国民の心身の健全な発達に寄与することを目的として活動してまい

りました。 

 以下に平成 29 年 11 月期の事業報告をいたします。 

 

Ⅰ 事業 

１．奨学金事業 

平成 29 年１月より奨学生募集を開始し、２回の選考委員会を経て、50 名の第１期奨

学生を選定いたしました。平成 29 年４月より各奨学生に対し月額 10 万円の奨学金を給

付しております。 

また、平成 29 年 12 月より第２期奨学生の募集を開始する予定です。 

 

[第１回選考委員会] 

日時：平成 29 年４月 16 日 

選考委員：緒方 仁暁、星野 准一、押元 一敏 

 

[第２回選考委員会] 

日時：平成 29 年６月 18 日 

選考委員：緒方 仁暁、星野 准一、押元 一敏 

 

 

２．奨学生指導事業 

 第１期奨学生に対し以下の活動を行い、指導を行ってまいりました。また、平成 30 年

３月には、最終報告会を開催する予定です。 

 

[夏合宿] 

日時：平成 29 年８月 16 日～18 日 

概要：２泊３日のプログラムである夏合宿では、事前課題の発表やディスカッション、



４名のゲスト講師による講義・講演などを行いました。それらを経て、クリエイターと

して自身がどうあるべきかなどについて、普段の制作や研究から離れて今後の指針をじ

っくりと考える時間となるよう運営いたしました。 

 

[中間報告会] 

日時：平成 29 年 11 月４日～５日 

概要：各奨学生が制作過程を振り返った後、互いにフィードバックしあうことで今後の

制作活動を活性化させるという目的で、１泊２日の合宿を開催いたしました。様々な地

域やジャンルでの創作活動に黙々と取り組む中、奨学生たちが抱える課題を互いに共有、

助言し合う場となるよう運営いたしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅱ 管理 

１．理事・監事に関する事項 

理事定数 ３名以上７名以内 現在３名 任期２年 

監事定数 ２名以内 現在１名 任期２年 

役職 氏名 勤務形態 

代表理事 馬場 功淳 非常勤 

理事 鎌田 真理雄 非常勤 

理事 中城 哲也 非常勤 

監事 岡田 具巳 非常勤 

２．評議員に関する事項 

評議員定数 ３名以上７名以内 現在３名 任期４年 

役職 氏名 勤務形態 

評議員 佐藤 貴之 非常勤 

評議員 玉川 雅之 非常勤 

評議員 原井 義昭 非常勤 

３．理事会開催状況 

開催年月日 会場 主な決議事項 

第１回 

平成 29 年１月 17 日 

財団 

会議室 

平成 28 年 11 月期事業報告及び付属明細書の承認の件 

平成 28 年 11 月期計算書類及び付属明細書並びに財産

目録の承認の件 

第２回 

平成 29 年６月 23 日 

財団 

会議室 
平成 29 年 11 月期奨学生の決定の件 

第３回 

平成 29 年 11 月 15 日 

財団 

会議室 

平成 30 年 11 月期収支予算書の承認の件 

平成 30 年 11 月期事業計画書の承認の件 

平成 30 年 11 月期資金調達及び設備投資の見込みの承

認の件 

４．評議員会開催状況 

開催年月日 会場 議決事項・報告事項 

第１回 

平成 29 年２月 17 日 

財団 

会議室 

平成 28 年 11 月期事業報告及び計算書類及び財産目録

の承認の件 



 

 

５．内閣府 公益法人行政担当への届け出 

届出年月日 届出内容 

平成 29 年 11 月 30 日 平成 30 年度 事業計画書の提出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



附属明細書 

自 平成 28 年 12 月 1 日 

至 平成 29 年 11 月 30 日 

 

特に記載する事項はありません。 

  




